
本日のご相談内容

①未導入施設への２回目通知
②協力金・補助金の申請
③オンライン資格確認時の被保険者住所表示



①未導入施設への２回目通知



柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の施術所における
オンライン資格確認の導入状況

（令和７年7月20日時点）
１．柔道整復師施術所全体

２．あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の施術所全体

利用申請済施設数 準備完了施設数

39,027施設 (87.2%) 37,772施設 (84.4%)

（参考）全施設数 44,735施設

（※）運用開始日入力済み施設数については、33,024施設（73.8%）。（令和７年6月29日時点）

（※）併設申告を行っている施術所については、主たる施術所の導入状況に合わせている。
（※）各種文書郵送時に返付された施設については、運営の実態が明らかでないため、「全施設数」には含めていない。

利用申請済施設数 準備完了施設数
20,281施設 (60.0%) 17,272施設 (51.1%)

（参考）全施設数 33,807施設

（※）運用開始日入力済み施設数については、11,005施設（32.6%）。（令和７年6月29日時点）

（※）併設申告を行っている施術所については、主たる施術所の導入状況に合わせている。
（※）各種文書郵送時に返付された施設については、運営の実態が明らかでないため、「全施設数」には含めていない。

（参考）令和７年２月28日専門委員会時点（【】は、２月28日から7月20日時点の増減数）
利用申請済施設数：37,985施設（84.9％）【＋1,042施設】 準備完了施設数：36,161施設（80.8％）【＋1,611施設】
運用開始日入力済み施設数：27,569施設（61.6％）【＋5,455施設】

（参考）令和７年２月28日専門委員会時点（【】は、２月28日から7月20日時点の増減数）
利用申請済施設数：17,709施設（53.4％）【＋2,572施設】 準備完了施設数：14,211施設（42.8％）【＋3,061施設】
運用開始日入力済み施設数：8,010施設（24.1％）【＋2,995施設】
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未導入施設への導入状況調査の結果（利用申請未済み施設）

全施設数（R７/７/20時点） 44,735 施設

利用申請未済み施設数
（R７/７/20時点）

5,708 施設

やむを得ない事由等に該当する旨の回答があった施術所 562 施設

やむを得ない事由等に該当する旨の回答が無い施術所
→今後対応が必要な施設

5,146 施設

全施設数（R７/７/20時点） 33,807 施設

利用申請未済み施設数
（R７/７/20時点）

13,526 施設

やむを得ない事由等に該当する旨の回答があった施術所 1,755 施設

やむを得ない事由等に該当する旨の回答が無い施術所
→今後対応が必要な施設

11,771 施設
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１．柔道整復師施術所全体

２．あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の施術所全体



柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、
きゅう師の施術所における導入の促進について

＜対応策（案）とスケジュールイメージ＞

令和７年２月28日専門委員会での取りまとめに従い、赤枠のとおり、８月を目処に、柔整：5,146施設、あはき：
11,771施設の未導入施設に対して、集団指導に移行する旨の通知を発出したい。
なお、未導入施設数については最終集計中であり、変動があり得る。

時期 対応内容

令和６年12月 オンライン資格確認の導入原則義務化

令和７年４月～ 導入の要請を実施するとともに、導入に向けた丁寧な周知や支援を実施

・ 未導入施設（やむを得ない事由に該当する旨の回答があった施術所を除く。以下同じ。）に対し、改めて速やかな導入を要請し、

今後も未導入の状態だと集団指導に移行する旨や受領委任の取扱いを行うことが中止となり得る旨を通知（１回目）

・ 未導入施設に対し、導入状況調査で把握した施術所のニーズに対応できるよう、より丁寧な案内文書を送付

・ 補助金による導入支援：令和６年度と同様、導入に当たっての補助を令和７年度も継続して実施

・ 協力金事業：オンライン資格確認を導入し利用登録している施術所に対し、施術所におけるマイナ保険証利用の働き掛けに対

して、協力金をもって取組の後押しを行う

令和７年８月目処 集団指導に移行する旨の通知等
・ 未導入施設に対し、改めて速やかな導入を要請し、今後も未導入の状態だと令和７年12月目処に集団指導に移行する旨や

受領委任の取扱いを行うことが中止となり得る旨を通知（２回目）

・ 一定の施術所において、直近１年間受領委任を実施していない施術所があったことから、未導入施設において受領委任の取扱

いを検討の上、必要に応じて受領委任の取扱いを中止する旨の届け出を行うよう促す

令和７年12月目処 未導入施設に対し、厚生局等から集団指導の案内

令和８年１月目処 集団指導を実施

令和８年夏目処 受領委任の取扱いを中止となり得る旨の通知

未導入施設に対して、令和８年12月を目処として、やむを得ない事由に該当せず、受領委任の取扱いを中止する旨の届出を行っ
ていない場合、受領委任を行うことが中止となる旨通知

令和８年12月目処 受領委任の取扱いを中止

未導入施設であって、やむを得ない事由に該当せず、受領委任の取扱いを中止する旨の届出を行っていない場合、受領委任を行う
ことを中止とする

第30回社会保障審議会 医療保険部会
柔道整復療養費検討専門委員会（令和７年

２月28日）資料柔-１・一部改変
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集団指導に移行する旨の厚生労働省による通知

以下の集団指導に移行する旨の通知を発出したい。その際、あわせて、やむを得ない事由等に関するアンケート調査も改めて
送付するほか、次頁の導入方法等に関するリーフレットも送付予定。
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（表面） （裏面）



導入方法等に関するリーフレット
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（表面） （裏面）



②協力金・補助金の申請



マイナ保険証利用促進のための取組に対する協力金事業について
（柔道整復及びあん摩マッサージ指圧・はり・きゅう施術所）

１．事業の目的

マイナ保険証を所持していない患者等に対して、施術所の受付等において、積極的にマイナ
保険証の利用勧奨等に取り組んでいただくことにより、マイナ保険証の利用促進を図る。
また、利用促進のためのインセンティブとなるように、施術所におけるマイナ保険証利用の働き
掛けに対して、協力金をもって取組の後押しを行う。

２．事業の概要

オンライン資格確認を導入し利用登録している施術所に対して、マイナ保険証利用促進のた
めの積極的な取組（※１）の実施を前提に、定額の協力金（※２）を支払う。

（※１）利用促進に係るポスター、チラシの掲示、患者へのチラシ配付、マイナ保険証利用の声掛け等を想定。

取組内容は、７月10日に開設したポータルサイト上の報告フォームより報告いただきたい。

（報告期限：令和７年９月30日まで）

（※２）協力金の金額については、施設当たり５万円。

３．取組実施期間

令和７年５月～７月

報告の受付開始および期限については、各施術所宛てに厚生労働省からメールにてお伝え
しているが、貴会からも引き続き、会員への周知に協力いただきたい。

第193回社会保障審議会

医療保険部会（令和７年４月３

日）資料１・一部改変
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⚫ 医療機関・薬局におけるオンライン資格確認（資格確認限定型）の利用に必要な費用を支援する。

１．事業内容

オンライン資格確認（資格確認限定型）に対する補助金制度
（地域診療情報連携推進費補助金）

⚫ 令和８年１月15日まで

3．補助金の申請期限

使用するオンライン
資格確認

業態等 補助対象 補助上限額 補助率

資格確認限定型

健診実施機関等、
助産所、義務化対
象外施設 モバイル端末、

汎用カードリーダー等
購入費用

3.1万円まで 3/4

受領委任払いを行
う柔整・ あはき施
術所等

4.1万円まで 実費

レセコン導入済みの
受領委任払い施術
所のレセコン連携機
能の導入

レセコン改修費用 3.2万円まで 1/2

２．補助対象業態・内容

※7月10日に申請受付を開始
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申請受付の開始については、各施術所宛てに厚生労働省からメールにてお伝えしているが、

貴会からも引き続き、会員への周知に協力いただきたい。



③オンライン資格確認時の
被保険者住所表示



マイナ資格確認アプリの被保険者住所表示について
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• マイナ資格確認アプリ（資格確認限定型）は、健康保険証の券面に記載の項目を表示す

る仕様であり、資格確認結果に患者の住所を表示していない

• 受領委任払いを行う柔整あはき施術所においては、療養費支給申請書に患者の住所の記

載が必須

• 令和６年12月末にリリースされた「レセコン連携機能」において、患者の住所を表示してほし

いとの要望をいただいている

背景

• マイナ資格確認アプリ（資格確認限定型）で取得した患者の住所情報を、「レセコン連携

機能」により、レセコン上に表示する仕様への改修を行う

対応案



参考資料



未導入施設への導入状況調査の結果（柔整）

◆義務化対象施設の内、約36％がまだ導入の予定を立てることができていない

◆利用申請未済みの施設の内、約41％がやむをない事由 または 併設の従たる施術所

導入時期（⑤やむを得ない事由はないと回答した方のみ）

回答施設数：2,969施設（利用申請未済み：1,365施設）（2025年７月20日時点）

（参考）利用申請未済みの施設の内、
やむを得ない事由等の内訳

・施術者が皆、高齢 216

・R７.12.２までに廃止・休止予定 168

・R７.12.２までに受領委任を中止予定 167

・併設の施術所であり、従たる施術所 11

合計 562

41.2%

35.8%

（参考）利用申請未済み（やむを得ない事由なし）
の内、導入予定の内訳

・導入済み 49

・R７.３までに導入予定 25

・R７.６までに導入予定 147

・R７.12までに導入予定 272

・導入予定はまだ立てていない 275

合計 768
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１．柔道整復師施術所全体

やむを得ない事由等



未導入施設への導入状況調査の結果（あはき）

◆義務化対象施設の内、約44％がまだ導入の予定を立てることができていない

◆利用申請未済みの施設の内、約67％がやむをない事由 または 併設の従たる施術所
やむを得ない事由等

導入時期（⑤やむを得ない事由はないと回答した方のみ）

回答施設数：4,911施設（利用申請未済み：2,618施設）（2025年７月20日時点）

（参考）利用申請未済みの施設の内、
やむを得ない事由等の内訳

・施術者が皆、高齢又は視覚障害 1,164

・R７.12.２までに廃止・休止予定 260

・R７.12.２までに受領委任を中止予定 280

・併設の施術所であり、従たる施術所 51

合計 1,755

67.0%

44.1%

（参考）利用申請未済み（やむを得ない事由なし）
の内、導入予定の内訳

・導入済み 105

・R７.３までに導入予定 29

・R７.６までに導入予定 102

・R７.12までに導入予定 163

・導入予定はまだ立てていない 315

合計 714
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２．あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の施術所全体
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